
2010 年 6 月 23 日 

 

法人税率の引き下げは成長戦略と呼べるのか？ 

～国際競争力が高まっても、国内雇用が増えるとは限らない～ 
 

○ これから始まる税制改革の一環として、法人税率の引下げが視野に入りつつあ

る。現在の日本の法人税率は海外に比べて高く、特に韓国などをはじめとする

アジア企業との競争上、非常に不利であるというのが主な理由とされている。 

○ この理由自体は非常に分かりやすく、反対意見を持つ人は少ないと思われる。

ただし、これを成長戦略として位置づけることには、少々違和感を感じざるを

得ない。というのも、直近の景気拡張期（02～07 年）では企業が過去最高の好

決算を続けながらも、特に製造業では雇用環境の改善にほとんどつながらなか

ったからである（下図参照）。この 02～07 年の企業行動は、法人税率引下げの

ケーススタディとして参考になろう。 

○ 一方、設備投資の押し上げ期待についても、今後の企業戦略をみる限り厳しく

みておく必要がある。下図のように国内よりも海外売上の増加を目指す企業が

増える以上、設備投資も海外で行われるのが自然だからである。 

○ 注意すべきなのは、これらの「賃上げ抑制」や「海外での設備投資」は海外市

場の成長性や競争環境といった様々な要素から判断された、極めて妥当な行動

であり、法人税率の引下げが影響を与える余地はあまり大きくない点である。 

○ このように考えると、法人税率の引下げが国際競争力を高めることは間違いな

いものの、企業利益の押上げに終わる可能性もある。国内景気の上昇に直結す

るとは限らない点で、法人税率引下げは成長戦略とは呼びにくいと考えられる

のである。 
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直近の好況期では、製造業は経常利益が増えても
雇用・賃金の改善はほとんどみられなかった
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（出所）財務省「法人企業統計」
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国内売上

約1.1兆円増

海外売上

約5.1兆円増
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直近で中計を発表した
11社の売上増加の内訳（兆円）

（出所）各社ＨＰ等をもとに、りそな総研作成
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